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届出排出量 届出とならない対象業種 非対象業種 家庭 自動車など

Ⅱ　人の健康の保護と生活環境の保全　　
　

④化学物質・放射性物質
化学物質を適正に管理し、安全に使用します｡また放射性物質について情報の
収集と提供に努め、適切に対応します。

現状と課題
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　　目標を達成するための指標

施策の体系　

　　　　1　化学物質に関する情報の収集、提供

化学物質に関する情報の収集、提供
２　化学物質対策

化学物質の適正管理と使用の削減

事業所としての有害化学物質・ダイオキシン類の管理（Ⅱ-②大気、Ⅱ-③水・土を参照）　

　　 シックハウス対策

PCB・アスベスト対策

３　放射性物質に関する情報の収集、提供

放射性物質に関する情報の収集、提供





	業種名
	件数

	燃料小売業
	13

	化学工業
	3

	下水道業
	2

	一般廃棄物処理業
	2

	輸送用機械器具製造業
	2

	上記以外の業種
	7




	排出量順位
	物質名
	届出排出量(t)
	届出外推計排出量(t)
	総排出量
(t)

	
	
	
	対象

業種
	非対象
業種
	家庭
	自動車
など
	

	1
	キシレン
	4.2
	3.0
	2.7
	1.1
	8.3
	40.0

	2
	トルエン
	6.8
	4.7
	17.2
	0.5
	13.5
	35.9

	3
	エチルベンゼン
	0.0
	2.0
	14.4
	0.8
	2.2
	19.4

	4
	HCFC-22
	0.0
	2.4
	13.7
	0.1
	0.0
	17.1

	5
	ジクロロベンゼン
	0.0
	0.0
	0.0
	15.9
	0.0
	15.9

	6
	直鎖ｱﾙｷﾙﾍﾞﾝｾﾞﾝｽﾙﾎﾝ酸及びその塩
	0.0
	4.7
	0.0
	0.7
	0.0
	5.4

	7
	ベンゼン
	0.0
	0.1
	0.2
	0.1
	4.1
	4.5

	全排出物質の合計
	14.5
	29.7
	79.5
	28.5
	35.7
	187.9


施策の展開
１　化学物質に関する情報の収集、提供                    　　　       【 】内は各施策の進捗指標

	事業名
	各主体の役割と施策
	担当課

	①化学物質に関する情報の収集、提供


	市民
	· 化学物質に対して関心を持ち、知識を深めます。また、生活環境の保全に向けた活動を推進します。
	

	
	事業者
	· ＰＲＴＲ法の届出等化学物質に関する取組み内容について整理し、情報を提供します。

· 製品の製造に際し、材料等の化学物質の影響だけでなく、利用後の廃棄方法に関する情報も提供し、製品の表示もわかりやすくします。
	

	
	市
	· ＰＲＴＲ法等化学物質に関する情報を収集・把握し、提供します。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　【ＰＲＴＲ法の情報提供】
	環境保全課


２　化学物質対策                  　　　　　　　　　　　　　　                            　【 】内は各施策の進捗指標
	事業名
	各主体の役割と施策
	担当課

	①化学物質の適正管理と使用の削減
	市民
	· 有害化学物質を含む製品を適正に管理するとともに、廃棄する場合は決められたルールを守ります。
· 化学物質について関心をもち、化学物質を含んだ製品の購入や使用や廃棄に際しては、安全性や環境への負荷に配慮します。
	

	
	事業者
	· 事業所で使用する化学物質を適正に管理します。

【化学物質関連事故数】

· PRTR制度を理解し適切に運用します。
· 事業所で使用する化学物質使用量を低減するように努めます。
	環境保全課
環境保全課

	
	市
	· 市民・事業者・行政のリスクコミュニケーションを推進します。
	環境保全課

	②事業所としての有害化学物質・ダイオキシン類の管理

	事業者
	（Ⅱ-②大気、③水・土を参照）

· 事業所から排出される化学物質を適正に管理します。
	環境保全課

	
	市

	· 化学物質に関する情報を収集・把握し提供します。
· 市の施設から排出される化学物質を適正に管理します。

	環境保全課
浄化センター/

名越・今泉クリーンセンター

	③シックハウス対策
	市
	· 市の建物の新築や改修等に際し、材料の使用制限や空気中化学物質の指針値等を定めた基準により、シックハウス対策に努めます。

· 建築基準法により居室内における化学物質の発散に対する衛生上の措置に適合しているか審査します。
	建築住宅課

建築指導課

	④PCB ・アスベスト対策
	事業者
	· ＰＣＢ・アスベスト等有害化学物質を適正に管理・処分します。
	

	
	市
	· ＰＣＢ・アスベスト等有害化学物質を適正に管理・処分します。
	管財課/

各施設管理者


３　放射性物質に関する情報の収集、提供              　　　　　　　　　　　　　　 　　【 】内は各施策の進捗指標
	事業名
	各主体の役割と施策
	担当課

	①放射性物質に関する情報の収集、提供
	市

	· 放射性物質に関する情報を収集・把握し、提供するとともに、適切に対応します。
	危機管理課/
各施設管理者


	国の施策等
	県の施策等

	科学的知見の充実及び環境リスクの評価の推進

・化学物質の環境リスクの評価の推進

・化学物質による新たな課題への対応

環境リスクの低減及びリスクコミュニケーションの推進

・「化学物質の審査及び製造等の規制に関する法律」への取組

・「特定化学物質の環境への排出量の把握及び管理の改善の促進に関する法律」への取組

・ダイオキシン類、ＰＣＢ、農薬、アスベスト等の問題の取組

・リスクコミュニケーションの推進

国際動向を踏まえた取組

「平成二十三年三月十一日に発生した東北地方太平洋沖地震に伴う原子力発電所の事故により放出された放射性物質による環境の汚染への対処に関する特別措置法」（放射性物質汚染対処特措法）に基づく取組
「廃棄物関係ガイドライン」（事故由来放射性物質により汚染された廃棄物の処理等に関するガイドライン）に基づく処理の実施
	・神奈川県生活環境の保全の関する条例などの運用による環境安全対策の推進

・ＰＲＴＲデータに基づく地域環境負荷量把握の検討

・県内のダイオキシン類による環境汚染状況の実態把握

・化学物質環境モニタリング調査の実施

・神奈川県の原子力災害対策の取組





化学物質は、医薬品やプラスチックなど私たちの身の回りの多くの製品に使用されており、私たちは多くの恩恵を受けています｡一方、化学物質による環境汚染が世界的な話題を集めており、どのように化学物質と付き合っていくかが問われています。市民、企業、行政などが化学物質による環境リスクに関する正確な情報を共有しつつ、相互に意思疎通を図るというリスク・コミュニケーションが重要視されています｡


化学物質を含む製品等について、正確で適切な情報開示を徹底し、有害な化学物質はできるだけ使用せず、もし使用する場合でも環境中への排出を抑える必要があります｡また、PCBやアスベストにも適切に対応することが求められています。本市はこのような化学物質を適正に管理し、安全に活用することを目標とします。


また、平成23年3月11日に発生した東日本大震災に伴う原子力発電所事故に起因する放射性物質の問題が新たな懸案となっています。市民生活の不安を解消するために情報の収集と提供に努め、適切に対応する必要があります。





■鎌倉市の化学物質排出量の変化





資料：神奈川県環境科学センターPRTR情報室





（ﾄﾝ）





揮発性有機化合物（VOC）　 　　　　　　　　　　　排出量の削減


有害な化学物質（大気・水質・土壌）  　　　　　　　　　環境基準の達成(再掲)


ダイオキシン類（大気・水質・土壌・底質）		　 環境基準の達成(再掲)





■PRTR届出事業所





PRTR届出事業所数　29事業所


PRTR対象事業者は、対象物質を取り扱う事業者や環境中へ排出している事業者のうち、次の３つの条件を満たす事業者です。


１　対象事業者　金属鉱業、製造業など２４業種


２　従業員数　常時雇用している人が２１人以上


３　取扱量　対象化学物質の年間取扱量が１トン以上など








■市内のPRTRデータ





PRTR関連資料：神奈川県環境科学センターかながわPRTR情報室HP（平成23年）
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